様式１

令和　　年　　月　　日


木曽岬新輪工業団地分譲受付票


三重県地域連携・交通部　水資源・地域プロジェクト課長　あて

申込者
所在地　　　　 ：
事業者名　　　：
代表者職氏名：

担当者職氏名：
担当者連絡先：
担当者E-mail：


　木曽岬新輪工業団地の分譲について、検討したいので申し込みます。

記

１　分譲を希望する区画：

２　分譲地における事業内容（想定している事業、建設施設の内容・規模等）




３　施設配置計画図（別添）



※企業概要等がわかるパンフレットがあれば３部添付してください。
※電子メールで提出される場合は、送信後に着信確認の電話（059-224-2419）を　お願いします。

施設配置計画図


































※施設配置計画図は、受付票提出時に想定している計画を記載してください。
建設施設の内容、規模や希望区画の土地利用状況が判断できる資料としてください。
  
様式２
令和　　年　　月　　日

木曽岬新輪工業団地分譲申込書兼誓約書

三重県知事　　一見勝之　あて


申請者
所在地　　　　 ：
事業者名　　　：
代表者職氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


木曽岬新輪工業団地の分譲について、下記のとおり関係書類を添えて申し込みます。
また、募集要項の分譲条件について承知するとともに、下記４の申込資格をすべて満たしている
ことを誓約します。
記

１　土地分譲区画


２　　分譲を希望する目的（次の（１）、（２）のいずれかに該当するものを〇で囲ってください。）
(1)	自ら工場等を建設し、操業する。
(2)	自ら工場等を建設し、他企業に操業させる。


３　　添付書類
(1) 企業概要書(別紙１）
(2) 事業計画書（別紙２）
(3) 直近２期分の決算書
(4) 定款及び登記簿謄本
(5) 本社所在地の国税及び地方税（都道府県、市町村）の納税証明書
(6)　その他県が必要と認める書類



※様式２は（次頁と）両面としてください。

４　申込資格（以下の全ての要件を満たす必要がありますので必ずご確認ください。）
①分譲地の購入に必要な資力及び信用を有すること。
②事業計画及び資金計画が適切であること。
③国税、都道府県税、市町村税の未納がないこと。
④必要な公害防止施設を有し、公害発生のおそれがないこと。
⑤次のいずれにも該当しないこと。
ア　地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の4の規定（一般競争入札に
参加させないことができる事由など）に該当する者
イ　次の申立てがなされている者
1）破産法(平成16年法律第75号)第18条または第19条の規定による破産手続開始の
申立て
2）会社更生法(平成14年法律第154号)第17条に基づく更生手続開始の申立て
3）民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申立て
4）会社法（平成17年法律第86号）第511条に基づく特別清算開始の申立て
ウ 次に該当する者
1）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）
（以下「法」という。)第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
2）暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
3）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与える目的を
もって、暴力団または暴力団員を利用している者
4）暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど、直接もしくは
積極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与している者
5）暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
6）上記1）から5）までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用
するなどしている者
7）上記1)から6）に掲げる者がその経営に実質的に関与している法人その他の団体


別紙１

申請者・操業企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者と操業企業が異なる場合には、それぞれ企業概要書を提出してください。
操業する企業が決まっていない場合には、申請者のみで結構です。

企業概要書
令和　　年　　月　　日　現在
１　企業概要
(1)事業者名（代表者名）：
(2)本社所在地：
(3)設立年月日：
(4)資本金：
(5)主な業務内容：
(6)営業拠点等：
(7)役員・従業員数：　　　役員数　　人、　常勤従業員数　　人、　非常勤従業員数　　人
(8)業績等
	業績
（直近
３年間）
	決算期
	期間
	売上高
（万円）
	経常利益
（万円）
	純利益
（万円）

	
	第　期
	　　　　年　月　日～　年　月　日
	
	
	

	
	第　期
	　　　　年　月　日～　年　月　日
	
	
	

	
	第　期
	　　　　年　月　日～　年　月　日
	
	
	


(9)主要売上
	製品名
	
	
	
	

	比率（％）
	％
	％
	％
	％


(10)主要取引金融機関
	名称
	
	

	所在地
	
	


（１１）主要取引先
	企業名
	
	

	比率（％）
	％
	％



２　事業種別
	日本標準産業分類による業種
	業種コード

	業
	大分類
	
	小分類
	

	EDINETコード
	（※金融庁に有価証券報告書を提出の場合、ご記入願います）

	
	


３　事業沿革（主な事業の沿革について記載してください。）
	　　年　　月　　日
	事項

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



４　事業所概要（事業所が多数ある場合は、本社を含む上位5か所について記載してください。）
	事業所名
	所在地（市町村まで）
	主要製品
	敷地面積（㎡）
	延床面積（㎡）
	従業員（人）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



５　役員名簿
	役職名
	住所
	氏名
	フリガナ
	生年月日
	性別

	
	
	
	
	元号
	年
	月
	日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	



別紙２

申請者・操業企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者と操業企業が異なる場合には、それぞれ事業計画書を提出してください。
操業する企業が決まっていない場合には、申請者のみで結構です。

事業計画書
令和　　年　　月　　日　現在
１　事業計画
（１）業務計画
	形態
	新設・移転
	移転元事業所所在地
	

	進出事由、当団地での具体的業務内容及び当団地の用途
	＜進出事由＞


＜業務内容＞


＜用途＞




※「形態」欄は該当項目に〇印、移転の場合は移転元事業所所在地（市町村名まで）を記載願います。

（２）建設計画
	期別
	着工時期
	完工時期
	操業開始時期

	第Ⅰ期
	令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日

	第Ⅱ期
	令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日

	第Ⅲ期
	令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日
	令和　　年　　月　　日


※工場等配置計画図（建築物、構築物、緑地等を記入したもの）を添付してください。

[bookmark: _GoBack]（３）施設計画
	期別
	施設名
	構造
	建築面積（㎡）
	延床面積（㎡）
	棟数

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	





２　資金計画
(1)資金手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	期別
	自己資金
	金融機関等借入れ
	その他
	合計

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


※自己資金については、金融機関の残高証明書を添付してください。
※金融機関借入れの場合は、立地協定締結までに金融機関の融資証明書を提出してください。
(2)投資内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	期別
	建物費
	構築物費
	機械装置費
	土地
	その他
	合計

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



３　建設予定施設の生産等概要
	期別
	主要生産品目（商品名）等
	数量
	単位
	生産額等（百万円/年）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



４　使用水量・電力・ガス・排水・従業員の概要等
	期別
	用水使用量
	電力容量
（KvA）
	ガス使用量
（ｍ３/年）
	排水量
（ｍ３/日）
	従業員数（人）

	
	工業用水（ｍ３/日）
	生活用水（ｍ３/日）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



５　公害防止施設の概要
	種類
	量・数値
	環境保全のための対策及び設置する施設
	対策及び施設の効果

	排水
	
	
	

	騒音
	
	
	

	振動
	
	
	

	大気
	
	
	

	臭気
	
	
	

	廃棄物
	
	
	

	その他
	
	
	


　※公害防止組織を設置されている場合は、組織図等を参考資料として添付してください。
　※各項目について欄内に記載できない場合は、別紙に記入し添付してください。
・・

